
週間国際経済 2021（20）№270  06/08～06/14 

 

06/08・東南ア、苦渋の中国接近 「ミャンマー」など協力要請へ 中 ASEAN外相会議＜1＞ 

  ・アップル アプリ個人情報自ら監視 時期 OSに搭載 

    利用者がデータ収集制限 ターゲティングなど広告前提の「無料」影響も 

  ・韓国地裁 元徴用工の賠償請求却下「国際法違反招く」 18年最高裁と異なる判断 

  ・米パイプラインへのサイバー攻撃 身代金の一部奪還 司法省 

 

06/09・米求人、経済再開で最高 4月 928万件 採用は微増 需給にミスマッチ ＜2＞ 

  ・米、接種率に地域・人種差 夏に感染拡大懸念も 

    白人 65％、黒人 56％ 「絶対に接種しない」共和党員 27％ キリスト教保守派 23％ 

・中国卸売物価 9.0％上昇 5月 リーマン時以来の伸び 資源高映す ＜3＞ 

  最終製品に転嫁進まず 統制で価格ゆがむ 

 

06/10・米失業給付金の特別加算 25州（全人口 4割）前倒し終了へ 

  ・米上院、対中競争法案を可決 半導体補助金に 5.7兆円 

  ・米インフラ計画決裂 2兆ドルを 1.7兆ドルに譲歩も 共和党、財源に増税に反対 

  ・トランプ政権の TikTokなど禁止令 バイデン氏が撤回 司法判断を追認 

  ・エルサルバドルがビットコインを法定通貨に 法案可決、世界初 

 

06/11・銀行の仮想通貨保有規制 バーゼル銀行監視委 資本積み増し求める 

  ・国内物価、K字に 企業、13年ぶり伸び率（10％）消費者、節約志向で下落（0.1％） 

  ・米英、新大西洋憲章で合意 両首脳会談、中ロに対抗 

  ・米家計金融資産、最多に 3月 109兆ドル、株高追い風 ＜4＞ 

 

06/12・中国、データ統制強化 データ安全法成立 工場や EV対象広く  

  ・米、巨大 ITに規制強化 下院議員 独禁法改正案を発表 ＜5＞ 

    自社製の優遇禁止 M&A 合法性証明 IT 競争政策の転機に 

  ・米欧金利、物価高でも下落 「一時的な要因」、「インフレの兆し徐々に」 

 

06/13・インフラ支援で新構想 G7、「一帯一路」に対抗 首相「中国に深い懸念」 ＜6＞ 

 

06/14・G7（主要 7ヵ国首脳会議）共同宣言「台湾海峡の平和と安全」明記 

    中国に強い懸念 「民主主義、自由、人権」で結束 

  ・ネタニヤフ氏が退陣 イスラエル 8党連立新政権発足 

 



 


